
新潟市環境優良事業者等認定制度実施要綱 
 

（目的） 
第１条 この要綱は，環境分野におけるさまざまな課題解決に向け，持続可能な開発目標（ＳＤ 

Ｇｓ）の環境関連のゴールやターゲットを意識し，積極的に取り組む市内事業者等を「環境優

良事業者等（愛称 ONE カンパニー）」に認定し，その活動を広く周知することで，環境に配

慮した事業者等の成長と発展並びに本市の活性化を図ることを目的とする。 
 
（応募資格） 

第２条 認定の対象となる者は，営利・非営利を問わず，次の各号の要件を全て満たすものとす 
る。 

（１）市内に本社・本店，支社・支店，営業所等を有する法人（ＮＰＯ法人，公益法人等を含む。

以下「事業者等」という。）であること。 
（２）市税を滞納していないこと。 
（３）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）及び会社更生法（平成１４年法律第１５４号） 
  に基づく再生又は更生手続開始の申立てがなされていない者であること。 
（４）暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成２４年新潟市条例６１号）第２条第２項に規定する

暴力団をいう。），暴力団員（同条第３項に規定する暴力団員をいう。）及び暴力団又は暴力

団員と社会的に非難されるべき関係を有する者が所属していないこと。 
 
（認定区分） 

第３条 新潟市環境優良事業者等認定制度（以下「本制度」という。）の認定区分として，次の

各号の区分を設ける。 
（１）３Ｒ推進部門 
（２）ゼロカーボン部門 

 
 （認定基準） 
第４条 認定は，次の基準を満たすものとする。 
（１）前条第１号に規定する３Ｒ推進部門の認定においては，別表１に定める「３Ｒ推進部門認 

定基準評価項目」において，その評価点の合計が２０点以上となる取り組みを実施している 
こと。 

（２）前条第２号に規定するゼロカーボン部門においては，別表２に定める「ゼロカーボン部門 
認定基準評価項目」において，１項目以上の取り組みを実施していること。 

 
（申請） 

第５条 本制度の認定を受けようとする事業者等は，次の各号に掲げる書類を提出しなければな

らない。 
（１）新潟市環境優良事業者等認定申請書（別記様式第１号） 
（２）その他，市長が必要と認める書類 
２ 既にいずれかの部門の認定を受けている事業者等が，追加で別部門の認定を受けようとする



場合には，その都度該当部門について申請書を提出すること。 
 
（認定） 

第６条 認定は，次の各号の手続きを経て，基準に該当するものについて，市長が決定する。 
（１）申請者の審査 
（２）事業者等への電話及び電子メール等によるヒアリング 
（３）事業者等への現地確認及びヒアリング 
２ 認定の手続きは，前項第１号を必須とし，必要に応じ前項第２号または第３号を行う。 
 

（認定の通知等） 
第７条 市長は，第６条により認定した事業者等（以下「認定事業者等」という。）に対し，「新

潟市環境優良事業者等認定通知書」（別記様式第２号）によりその旨を通知し，認定証を交付

するものとする。 
２ 市長は，第６条の審査の結果，基準に該当しない事業者等に対し，「新潟市環境優良事業者

等認定外通知書」（別記様式第３号）にてその旨を通知するものとする。 
 
（認定期間） 

第８条 認定期間は，認定証の交付日から翌年度の５月３１日までとする。 
 

（認定事業者等の責務等） 
第９条 認定事業者等は，申請書に記載した取り組みの実施及び推進に努め，年１回，認定期間

の終了日までに部門別に必要な活動報告書（別記様式第４号）にて取り組み状況を報告するこ

と。 
２ 認定事業者等は，店舗等事業所ごとに認定証又はステッカーを掲示すること。  
 

（認定の継続） 
第１０条 市長は，前条第１項に規定する取り組み状況の報告において，認定事業者等が第４条

に規定する基準を引続き満たしている場合，１年間認定の継続を認めることができる。 
 

（登録事項の変更及び取下げ） 
第１１条 認定事業者等は，名称，所在地等に変更があったとき又は認定を取下げるときは，認

定申請事項（変更・取下げ）届出書（別記様式第５号）を速やかに市長に提出するものとする。 
 
（認定の取消し） 

第１２条 市長は，認定事業者等が次の各号のいずれかに該当するときは，認定を取消すことが

でき，「新潟市環境優良事業者等認定取消し通知書」（別記様式第６号）にてその旨を通知する

ことができる。 
（１）第４条に規定する要件を欠いたとき 
（２）前条において認定の取下げの申出があったとき 
（３）廃業が確認されたとき 



（４）その他，市長が必要と認めるとき 
  
（広報活動） 
第１３条 市長は，第１条の目的のため，認定事業者等の広報を次の各号のとおり積極的に行う

ものとする。 
（１）市ホームページへの掲載 
（２）市環境部広報紙及びその他広報媒体への掲載 
（３）その他 

 
（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は市長がその都度定める。 
 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この要綱は，令和３年７月１日から施行する。 
 （関係要綱の廃止） 
２ 新潟市３Ｒ優良事業者認定制度実施要綱（平成２５年６月１日制定）は，廃止する。 



別表１「３Ｒ推進部門認定基準評価項目」 
 

項目 細目 取組内容 評価点 

リ
デ
ュ
ー
ス 

（
発
生
抑
制
） 

 

プラスチック類 ワンウェイ（使い捨て）プラスチックの使用を削減し

ている。 

１ 

再生材やバイオマスプラスチックを用いたものを使

用している。 

１ 

マイ箸・マイボトルの使用を推奨し、使い捨て製品を

削減している。 

１ 

施設内の消耗品は詰め替え式を購入している。 １ 
紙類 ＯＡ用紙等は両面印刷や縮小印刷等を行っている。 １ 

事務文書は電子掲示板やメール、回覧等により共有

している。 

１ 

会議資料のペーパーレス化を行っている。 １ 
顧客への文書等は紙での送付を控え、電子メール等

で送付している。 

１ 

生ごみ 生ごみの水切りを行っている。 １ 
その他 顧客に対して使い捨て用品の提供をしていない。 １ 

商品の簡易包装に努めている。 １ 

リ
ユ
ー
ス 

（
再
使
用
） 

消耗品等 使用済み封筒、ファイル、段ボールを繰り返し使用し

ている。 

１ 

ミスコピー紙や不用となった片面コピー紙は、裏紙

を利用し、コピー用紙やメモ用紙にするなどしてい

る。 

１ 

不用になった事務用品は他部署と譲り合っている。 １ 
商品納入時に通い箱・袋を使用している。 １ 
機器は修理などにより長期使用に努めている。 １ 

リ
サ
イ
ク
ル 

（
再
生
利
用
） 

プラスチック類 ペットボトル、発泡スチロール、食品トレイ等のプラ

スチック類をリサイクルにまわしている。 

１ 

古紙類 古紙類を分別し、リサイクルにまわしている。 １ 
缶・びん 缶・びんを分別し、リサイクルにまわしている。 １ 
生ごみ 食品廃棄物をリサイクルにまわしている。 １ 
再生品等の利用

と提供 
紙類に再生紙を利用している。 １ 
事務用品にグリーンマークやエコマークのある再生

品を利用している。 

１ 



その他 施設において資源化可能なものを回収している。 １ 
具体例： 

ご
み
減
量
に
向
け
た
社
内
体
制 

組織的取り組み ＯＡ用紙の使用量を把握し、削減の目安にしている。 ２ 
分別種類に応じた回収容器を置き、分別を徹底して

いる。 

２ 

ごみや資源物等の保管場所には、分別種類ごとに保

管できるよう充分なスペースを確保している。 

２ 

ごみの出し方など廃棄物を管理する部署や責任者を

設置している。 

２ 

組織として目標を立て、継続的にごみ減量・資源化に

取り組む体制が整っている。 

２ 

ごみや資源物の発生量や資源化量を把握している。 ２ 
従業員等に対しごみの出し方に関する情報を定期的

に提供している。 

２ 

ＳＤＧｓのゴールを意識し、組織として目標設定や

取り組みを行っている。 

 
 

３ 具体例： 

 

 

 

 

 

 

 



別表２「ゼロカーボン部門認定基準評価項目」 
 

項目 
「ＲＥ１００」加盟団体であること。 
 
「再エネ１００宣言ＲＥＡｃｔｉｏｎ」の参加団体であること。 
 
ゼロカーボン実現のため，２０５０年までの脱炭素にかかる計画等を作成し，目標達

成のため具体的に取り組んでいること。 
 

 
 
 
 



 
 
 
 

別記様式第１号（第５条関係） 
 
 

新潟市環境優良事業者等認定申請書 
 

年  月  日 
 
 新潟市長       

（申請者） 

住所 〒 
 
事業者等名称 
 
 

（代表者）  

 
 

新潟市環境優良事業者等認定制度に、次のとおり申請します。 
 
１ 認定希望部門（希望する区分すべてにレを記入） 

☐３Ｒ推進部門 ☐ゼロカーボン部門 
 すでに認定済みの部門がある場合 
 既認定部門名（         部門） 
 既認定番号 （           ） 
 
２ 担当者連絡先 

 
３ 確認事項（相違ない場合、レを記入） 
市税の滞納はありません。 ☐ 
民事再生法及び会社更生法に基づく再生又は更生手続き開始の申立てをしていません。 ☐ 
暴力団、又は暴力団員が経営、運営に関係している事業者等ではありません。 ☐ 
 
  

担当者 

所 属  
氏 名  
電 話  
Ｆ Ａ Ｘ  
E -mai l  

認定番号 



 
 
 
 

 
４ 申請事業所一覧 
（同時に２カ所以上の事業所を申請する場合に記入） 
 事業所名 住所 連絡先 担当 

１  
 

   

２  
 

   

３  
 

   

４  
 

   

５  
 

   

６  
 

   

７  
 

   

８  
 

   

９  
 

   

１０  
 

   

１１  
 

   

１２  
 

   

１３  
 

   

１４  
 

   

１５  
 

   

１６     

１７     

１８     

１９     

２０     

 



５ ３R 推進部門の取り組み内容 
 
①現在取り組んでいる内容の申請欄にレを入れてください。 
②評価点合計の欄に点数を記入してください。 
１.リデュース（発生抑制） 評価点 申請欄 

ワンウェイ（使い捨て）プラスチックの使用を削減している。 １ ☐ 

再生材やバイオマスプラスチックを用いたものを使用している。 １ ☐ 

マイ箸・マイボトルの使用を推奨し、使い捨て製品を削減している。 １ ☐ 

施設内の消耗品は詰め替え式を購入している。 １ ☐ 

ＯＡ用紙等は両面印刷や縮小印刷等を行っている。 １ ☐ 

事務文書は電子掲示板やメール、回覧等により共有している。 １ ☐ 

会議資料のペーパーレス化を行っている。 １ ☐ 

顧客への文書等は紙での送付を控え、電子メール等で送付している。 １ ☐ 

生ごみの水切りを行っている。 １ ☐ 

顧客に対して使い捨て用品の提供をしていない。 １ ☐ 

商品の簡易包装に努めている。 １ ☐ 

 

２.リユース（再使用） 評価点 申請欄 

使用済み封筒、ファイル、段ボールを繰り返し使用している。 １ ☐ 

ミスコピー紙や不用となった片面コピー紙は、裏紙を利用し、コピー用

紙やメモ用紙にするなどしている。 

１ ☐ 

不用になった事務用品は他部署と譲り合っている。 １ ☐ 

商品納入時に通い箱・袋を使用している。 １ ☐ 

機器は修理などにより長期使用に努めている。 １ ☐ 

 

３．リサイクル（再生利用） 評価点 申請欄 

ペットボトル、発泡スチロール、食品トレイ等のプラスチック類をリサ

イクルにまわしている。 

１ ☐ 

古紙類を分別し、リサイクルにまわしている。 １ ☐ 

缶・びんを分別し、リサイクルにまわしている。 １ ☐ 

食品廃棄物をリサイクルにまわしている。 １ ☐ 

紙類に再生紙を利用している。 １ ☐ 

事務用品にグリーンマークやエコマークのある再生品を利用している。 １ ☐ 

施設において資源化可能なものを回収している。 １ ☐ 

具体例： 



 

４.ごみ減量に向けた取り組み 評価点 申請欄 

ＯＡ用紙の使用量を把握し、削減の目安にしている。 ２ ☐ 

分別種類に応じた回収容器を置き、分別を徹底している。 ２ ☐ 

ごみや資源物等の保管場所には、分別種類ごとに保管できるよう充分な

スペースを確保している。 

２ ☐ 

ごみの出し方など廃棄物を管理する部署や責任者を設置している。 ２ ☐ 

組織として目標を立て、継続的にごみ減量・資源化に取り組む体制が整

っている。 

２ ☐ 

ごみや資源物の発生量や資源化量を把握している。 ２ ☐ 

従業員等に対しごみの出し方に関する情報を定期的に提供している。 ２ ☐ 

ＳＤＧｓのゴールを意識し、組織として目標設定や取り組みを行ってい

る。 

３ ☐ 

具体例： 

 

 

 

 

 

 

 
評価点合計      点 

※認定基準は２０点以上 
 



 
 

６ ゼロカーボン部門の取り組み内容 
 
 
「対象」欄の１つ以上にレを入れ、該当する提出書類を添付してください。 

  対象 取り組み内容・提出書類 

１ □ 「RE100」加盟団体である。 

     提出書類 

     ・「RE100」参加承認通知の写し 

     ・事業者等の全体計画 

     ・短期（１～５年）の目標・取り組み 

      

２ □ 「再エネ 100 宣言 RE Action」の参加団体である。 

     提出書類 

     ・「再エネ 100 宣言 RE Action」参加承認通知の写し 

     ・事業者等の全体計画 

     ・短期（１～５年）の目標・取り組み 

      

３ □ ゼロカーボン実現のため、「脱炭素化推進計画」等を作成している。 

     提出書類 

     ・脱炭素化推進計画等（2050 年までの全体計画） 

     ・短期（１～５年）の目標・取り組み 

      

 
 



別記様式第２号（第７条関係） 

 

                              年   月   日 

 

新潟市環境優良事業者等認定通知書 

 

＜届出者＞ 

＜代表者＞ 様 

 

 新潟市長      

 

 

 年 月 日に申請のありました新潟市環境優良事業者等認定申請について、審査の結果、

認定しましたので下記のとおり通知いたします。 

 

 

記 

 

 １ 認定部門  〇〇部門 

 ２ 認定番号  〇〇〇 

 

 



別記様式第３号（第７条関係） 

 

                              年   月   日 

 

新潟市環境優良事業者等認定外通知書 

 

＜届出者＞ 

＜代表者＞ 様 

 

 新潟市長      

 

 

 年 月 日に申請のありました新潟市環境優良事業者等認定申請について、審査の結果、

認定を見送ることになりましたので、通知いたします。 

 

 



別記様式第４号（第１０条関係） 

 

                              年   月   日 

 

活動報告書（３Ｒ推進部門） 

 

 新潟市長       

（届出者） 

住所 〒 

 

事業者等名称 

 

 

（担当部署名）  

（担当者名）  

 

 新潟市環境優良事業者等認定制度実施要綱第９条第１項の規定により、活動について次

のとおり報告します。 

 

 

１. 認定審査を受けた「３Ｒ推進部門認定基準評価項目」を実施している  ☐ 

※実施している場合、□にレを記入願います 

 

２. 取り組み内容（別添のとおり） 

※３ＲやＳＤＧｓに関する取り組みの実施状況が分かる書類を添付願います 

 

 



別記様式第４号（第１０条関係） 

 

                              年   月   日 

 

活動報告書（ゼロカーボン部門） 

 

 新潟市長       

（届出者） 

住所 〒 

 

事業者等名称 

 

 

（担当部署名）  

（担当者名）  

 

 新潟市環境優良事業者等認定制度実施要綱第９条第１項の規定により、活動について次

のとおり報告します。 

 

 

１. 認定審査を受けた「ゼロカーボン部門認定基準評価項目」を実施している  ☐ 

※実施している場合、□にレを記入願います 

 

２. 取り組み内容（別添のとおり） 

※昨年度のＣＯ２排出量及びゼロカーボンに向けた短期的な取り組みの実施・達成

状況が分かる書類を添付願います 

 

 

 



 

別記様式第５号（第１１条関係） 

 年  月  日 

 

新潟市環境優良事業者等認定申請事項（変更・取下げ）届出書 

 

 

新潟市長 

（届出者） 

住所 〒 

 

事業者等名称 

 

 

（担当部署）  

（担当者）  

 

新潟市環境優良事業者等認定制度実施要綱第１０条の規定により、次のとおり届け

出ます。 

 

部門・認定番号 部門 認定番号 第      号 

区分  ☐ 変更  ・   ☐ 廃止 

変更・廃止年月日     年       月        日 

変更した

申請事項 

変更前 

 

変更後 

 

変更・廃止の理由 

 

※ □のある欄には、該当する□内にレを記入ください。 



別記様式第６号（第１２条関係） 

 

                              年   月   日 

 

新潟市環境優良事業者等認定取消し通知書 

 

＜届出者＞ 

＜代表者＞ 様 

 

 新潟市長      

 

 

 新潟市環境優良事業者等認定について、下記のとおり認定の取消しをしたので通知いた

します。 

 

 

記 

 

 １ 認定部門  〇〇部門 

 ２ 認定番号  〇〇〇 

 ３ 取消し理由  

 


